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令和３年における労働災害の発生状況 
～死傷者数は 1,220 人で前年比 133 人増加し、過去 10 年で最多～ 

 

秋田労働局（局長 川口秀人）は、令和３年（１月～12月）の労働災害発生状況を別紙のと

おり取りまとめました。 

概要は、次のとおりです。  

（概要） 

１ 死傷者数が大幅に増加 
秋田県内における令和３年の労働災害による死傷者数（休業４日以上、以下同

じ。）は1,220人で、令和２年（以下「前年」という。）と比較して133人、

12.2％増加し、４年連続で1,000人を超え、更に過去１０年で最も多い結果となり

ました。≪資料1、2≫ 

   主要業種別の死傷者数は、建設業が227 人と最も多く、次いで製造業が218

人、保健衛生業が 214人、商業が 192人などとなっています。 

   令和３年の死傷者数を前年と比較すると、主要業種のほとんどが前年比で増加して

おり、建設業が13.5％増、製造業が14.1％増、保健衛生業が48.6％増、運輸交通

業が20.2％増となりました。減少した業種では商業が 2.0％減、接客娯楽業が

13.3％減、林業が5.1％減などとなり、減少した業種においても減少幅は小幅にと

どまっています。≪資料３≫ 

   また、事故の型別における死傷者数の多い順にみると、転倒災害が346 人、墜

落・転落災害が194 人、腰痛や捻挫等を含む動作の反動・無理な動作が130 人と

なり、この傾向については前年と同様となりました。特に、令和３年1～2月及び

12月において屋外での転倒災害が多発したことにより、転倒災害における前年比の

状況は、65人、23.1％増加となりました。 

併せて、令和３年における災害の特徴の一つとして、職場内における新型コロナウ

イルスによる感染により100人が休業4日以上の災害として含まれ、事業場内にお

けるクラスターなどの発生により複数の労働者が感染し、被災者数が増加する結果と

なりました。≪資料４、5≫ 

２ 死亡者数は７人となり前年と同数 
労働災害による死亡者数（死傷者数の内数。以下同じ。）は７人で、令和 2 年と

同数となり、災害統計が残っている昭和 33 年以降過去最少を記録した令和元年より

2人増加しました。 

業種別の死亡者数は、建設業が４人、次いで製造業が 2 人、林業が１人となって

います。 

建設業では高所からの墜落災害が目立っており、製造業においては、製造機械のト

ラブル処理となる非定常作業時に発生しています。≪資料６≫ 
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３ 転倒や腰痛といった、労働者の作業行動に起因する労働災害及び新型コロナ

ウイルス感染防止対策等の推進 
令和３年の労働災害による死傷者数のうち、「転倒災害」や腰痛を含む「動作の反

動・無理な動作」による労働者の作業行動に起因した労働災害が増加傾向にあり、特

に転倒災害においては、死傷者数が全体の 28.4％を占め、転倒災害の負傷者数が過

去10年において最多となりました。 

転倒災害の特徴は屋外における冬期間の転倒災害が多発したことに加え、冬期間

以外においても月平均 20 人弱が被災しており、過去 10 年において最多の発生と

なったこと、更に令和４年度は、第 13 次労働災害防止計画の最終年度であること

から、最も多い転倒災害を減少させるため、令和4年5月18日（水）に、緊急の

転倒災害防止プロジェクトチーム会議を開催し、災害防止団体等に対して最近の発

生状況と防止対策の説明及び局長からの要請を行う予定としております。（詳細は、

別途プレスリリースいたします。） 

また、引き続き職場における新型コロナウイルス感染症防止対策の周知と、60歳

以上の高年齢労働者における労働災害が 3 割を超える状態にあるため「高年齢労働

者の安全と健康確保のためのガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）の

周知指導など、第 13 次労働災害防止計画の最終年度の目標達成に向け取り組んで

いきます。≪資料４、５、7≫ 



  

別紙 

 

１ 労働災害発生状況（全体、業種別） 

  （１）全業種合計                        ≪資料1≫ 

令和３年の労働災害による死傷者数は、1,220 人で、前年に比べ133人（12.2％）

増加しました。 

秋田県内の労働災害は長期的には減少しており平成２７～29 年には 900 人台まで

減少し推移していたものの、平成30年に再び1000人を超えてからは、大きく減少す

ることはなく、令和 3 年においては、4 年連続で 1,000 人を超える結果となり、過去

の推移でみると約 20 年前の平成 13年時と類似した死傷者数となりました。 

一方、死亡者数は、近年、５～22 人の範囲で増減を繰り返していましたが、令和３

年は７人となり、前年と同数となりました。この7人は、労働災害統計が残っている昭

和33年以降、過去最少となった前年の5 人に次ぐ死亡者数となりました。 

 

（２）主要業種別の発生状況                 ≪資料2、3≫ 

主要業種ごとに発生状況をみると、製造業 218 人（災害全体の 17.9％）、建設業

227人（18.6％）、商業192人（15.7％）、保健衛生業214 人（17.5％）などと

なっています。 

製造業の死傷者数は、平成30年から2 年連続で減少したものの、令和3年におい

ては増加に転じ、前年比で27人（14.1％）増加しました。なお、主要製造業種にお

いては、木材・木製品製造業が43 人（前年比10.3％増）となり、死亡災害も発生し

ています。また、死傷者数が最多となったのは食料品製造業で 57 人（9.6％増）とな

りました。 

建設業は227人（前年比27人、13.5％増）となりました。死傷者数は平成 30年

から 2 年連続で減少した状態から増加に転じ、特に建築工事業では死傷者数が 123 人

（前年比22 人、21.8％増）となりました。なお、土木工事業における死傷者数は73

人（前年比 5 人、6.4％減）となり、対照的な結果となりました。また、死亡災害が 4

人となり、墜落により 2 人、感電により 1 人、交通事故により 1 人が死亡する結果と

なり死亡者数が一番多い業種となりました。 

商業は192 人（前年比4人、2.0％減）と僅かに減少しました。平成30年以降200

人弱で推移しており、この傾向が続く状態となりました。 

病院、社会福祉施設などの保健衛生業は 214人（前年比70人、48.6％増）と全業

種の中で、最も増加割合が高くなりました。増加の状況として職場内における新型コロ

ナウイルス感染によりクラスターが複数の事業場で発生したことが一因となっていま

す。 

運輸交通業は113 人（前年比 19人、20.2％増）と前年比で増加となりました。こ

のうち、道路貨物運送業で95人（84.0％）を占めています。 

林業は37人（前年比 2人、5.1％減）と死傷者数は前年から2 人減少したものの、

死亡者数が1 人となり、2年連続で死亡災害が発生する結果となりました。 

 

２ 労働災害の類型（事故の型別、年齢別） 

（１）事故の型別分類                    ≪資料４、５、6、7≫ 

労働災害の発生態様を事故の型別にみると、①転倒災害 346 人（災害全体の

28.4％）、②墜落・転落災害194 人（15.9％）、③動作の反動・無理な動作による災

害130人（10.7％）、④はさまれ・巻き込まれ災害109人（8.9％）、⑤切れ・こす

れ災害76人（6.2％）などとなっています。 

〇転倒災害 



  

事業場内の通路や冬期間（1月・2 月及び12月、以下同じ。）における屋外の凍

結路面などでの「転倒」による死傷者数は346人で、前年から65人増加しており、

災害全体の中で最も多い事故の型となっています。 

業種別にみると、商業が76人で最も多く発生しており、次いで保健衛生業が 75

人、製造業 62人などとなっています。 

また、発生時期をみると、１月53 人、２月 59人、12月 59 人となっており、

346 人中、この 3 か月において 171 人が被災し、転倒災害全体の５割弱を占めて

います。冬期間には、事業場の屋外通路や駐車場においての転倒災害が多く発生し、

また、例年より積雪のある時期が長期に及んだことも増加している一因となっていま

す。なお、3月～11 月においても月平均20人弱の転倒災害が発生しています。 

転倒災害により 30 日以上の休業を要する災害は 225 人で全体の 65.0％を占め

ており、平均休業日数も41.7日と約6 週間の休業期間と長期化しています。 

〇墜落・転落災害 

高所からの「墜落・転落」による死傷者数は 194 人で、このうち、建設業が 80

人と全体の 41.2％を占めています。その中で、木造家屋建築工事業で 36 人と最も

多く被災しているのが特徴です。次に多いのが運輸交通業の24 人で、特徴としてト

ラックの荷台からの墜落・転落によるものとなっております。また、死亡災害におい

ても7人中3人が墜落・転落災害により被災しています。 

〇動作の反動・無理な動作による災害 

「動作の反動・無理な動作」による死傷者数は130 人で、前年の 143人から13

人減少しました。その多くは重量物を持ち上げたり、体勢をひねったりした際の災害

性腰痛で、業種別では社会福祉施設を含む保健衛生業で 46人と最も多く、続いて商

業（28人）、製造業・建設業（ともに 13 人）で多く発生しています。 

〇はさまれ・巻き込まれ災害 

動力機械等での「はさまれ・巻き込まれ」による死傷者数は109 人で、前年の死

傷者数100 人からは 9人増加しました。このうち、製造業で41 人と全体の 37.6％

を占めており、食品加工用機械や木材加工用機械等の取り扱い中に手指等を巻き込ま

れる災害が多く発生しています。特徴として通常作業時よりも、材料が機械に詰まっ

たり、メンテナンス等を行ったりした際に機械を停止しないまま作業して被災する、

非定常作業時に発生し、同様なケースで1 人死亡災害も発生しています。 

〇切れ・こすれ災害 

「切れ・こすれ」による死傷者数は 76 人で、製造業、建設業、商業など様々な業

種で発生していますが、木材加工用機械や食品加工用機械、建築工事現場での電動工

具などによる刃物に接触して被災する災害が発生しています。また、業種に関わらず

手工具となる包丁やカッターなどにより手指を切創する災害も多く発生しています。 

  

  （２）年齢別発生状況                       ≪資料７-2≫ 

死傷者を年齢構成別にみると、「60歳以上」382人（31.3％）、「50～59 歳」

285 人（23.4％）、「40～49 歳」243 人（19.9％）などとなっており、50 歳以

上の死傷者数が全体の 54.７％と半分以上を占めています。また、60 歳以上のうち70

歳以上の死傷者数は89人で、被災者の最高年齢は82歳でした。 

なお、60 歳以上の高年齢者の死傷者数は、平成22年以降増加傾向にあります。 

定年延長など職業生涯が延伸し、高年齢者が職場においてより大きな役割を担う中、

各職場においては、高年齢者の特質を踏まえた安全衛生対策の取組が課題となっていま

す。 

 

 



  

３ 令和４年度の秋田労働局における取組                  

秋田労働局では、秋田県内における近年の労働災害の発生状況を踏まえ、平成30 年

度から令和４年度までの５年間を計画期間とする「第13 次労働災害防止計画」（「13

次防」という。）を策定し、平成 30年４月から取組を進めています。 

計画の最終年となる令和４年度においては、重篤な災害が多く発生している建設業、

林業及び製造業の重点業種に対し、死亡災害の撲滅及び災害減少を目指した対策を推進

するほか、業種を問わず広く発生し死傷者数で最多となっている転倒災害防止対策、労

働災害が増加している商業、保健衛生業及び接客娯楽業などの第三次産業対策、運輸交

通業の荷役作業時の災害防止対策に引き続き取り組みます。 

建設業に対しては、墜落・転落災害の防止措置の遵守徹底を図るとともに、特に足場

からの墜落・転落災害を防止するため「足場からの墜落・転落災害防止推進要綱」に基

づいたより安全な措置等の一層の促進を図ります。 

また、自然災害による復旧工事などにおいて増加している、車両系建設機械災害や土

砂崩壊災害を防止するため、現場での安全管理の徹底など現場への指導を強化します。 

その他、木造家屋建築工事業の事業者などに対する安全講習会や災害防止団体と連携

した合同パトロールを実施するほか、安全衛生経費に配慮した発注の促進等発注機関と

も連携を図ります。 

併せて、高所作業における墜落防止措置として、令和 4 年 1 月２日以降、使用が義

務化された、墜落制止用器具の取扱い方法や、改正石綿障害予防規則に基づき令和4年

4月1日から建築物工作物の解体作業における、石綿事前調査結果報告が義務化されて

いることから、法改正の内容についてあらゆる機会において周知を図ります。 

≪資料８、９≫ 

林業に対しては、死亡災害の多くがかかり木の処理等を含め伐木作業中の災害となっ

ていることから、「チェーンソーによる伐木等作業の安全ガイドライン」などに基づく

基本的な安全作業手順の徹底や、伐木作業及び林業機械を取り扱う際の作業計画の作成

や緊急連絡体制の整備について災害防止団体等と連携し周知・指導します。 

製造業に対しては、死傷者数の約３割を占める「はさまれ・巻き込まれ」及び「切れ・

こすれ」災害等を防止するため、災害を発生させた機械を使用する事業者に対して、接

触防止措置の徹底や、非定常作業時におけるリスクアセスメントの実施などについて指

導します。 

転倒災害は、事故の型別として災害件数が最も多くまた、全ての業種において発生し

ていることから、災害防止団体等と連携した広報や啓発ポスターの配布など屋外におけ

る凍結路面や、建物内の環境整備を徹底することでの転倒防止を中心とした啓発活動を

展開します。 

死傷者数が増加している第三次産業に対しては、「転倒災害」や腰痛を含む「動作の

反動、無理な動作」による災害が多発しており、これら労働者の作業行動を起因とした

災害が顕著に増加していることから、地方自治体主管課や関係団体及び県内主要企業に

より構成する、小売業及び介護施設における「+（プラス）Safe 協議会」を設置予定と

し、それぞれが連携した取組みを行うことで、企業の自主的な安全衛生活動を推進する

とともに、国民の安全衛生意識を向上させることを目的として労働災害の減少を図りま

す。 

≪資料10≫ 

運輸交通業に対しては、荷役作業時の災害防止対策の徹底について「陸上貨物運送事

業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づき指導するほか、荷主に対しても

取組の促進を図ります。 

令和2年から感染が拡大している、新型コロナウイルス感染防止対策について、各事

業場における、感染防止対策への取り組みのポイントや実践事例を紹介した資料「職場



  

における新型コロナウイルス感染症対策実施のため～取組の５つのポイント～を確認し

ましょう！」を配布周知することでクラスターの発生を抑制するなど、まん延防止に対

する指導を引き続き行います。 

労働災害全体の約 3 割を占める 60 歳以上の高年齢労働者の労働災害防止対策を推

進し、高年齢労働者が安全に安心して働ける職場環境の形成に取り組むこととし、高年

齢労働者の労働災害防止対策については、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガ

イドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）を周知し、指導を行います。 

さらに、毎年5月～9 月にかけて、熱中症を発症する事例が見られます。秋田県は他

の都道府県から見ると発症しにくい地域にみられがちですが、昨年は気温 28 度の状態

において熱中症を発症している事例もあることから、熱中症予防にかかる「STOP!熱中

症クールワークキャンペーン」についても、周知し、指導を行います。≪資料11≫ 
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資料５  「事故の型・業種別災害発生状況等」 

資料６  「令和３年死亡災害発生状況」（確定） 

資料７  「主要業種別事故の型別等発生状況」 

資料８  「令和4年 1月2日からは墜落制止用器具をご使用ください」 

資料９  「石綿事前調査結果の電子報告が始まります！」 

資料10 「+（プラス）Safe 協議会関係資料」 

資料11 「STOP! 熱中症 クールワークキャンペーン」 

 

 



  労働災害発生状況の推移（昭和59年～令和3年、グラフ）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年
秋田県 (9)1,079 (22)1,006 (8)1,019 (19)935 (12)984 (10)965 (13)1,166 (5)1,088 (7)1,087 (7)1,220
全　国 (1093)119,576 (1030)118,157 (1057)119,535 (972)116,311 (928)117,910 (978)120,460 (909)127,329 (845)125,611 (802)131,156 (857)149,917

労働災害の推移（平成24年～令和3年、カッコ内は死亡者数で内数）

2635

857

271884

149,917
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休業4日以上の死傷者数

（人）死亡者数

（人）

（年）

秋田県

死亡

死傷計

1 労働災害発生状況

2,342

資料１



（ )

死 死 死 死 件 百分率 死 死 死 死 死 死 死 死 死 死 死 死

号

別 亡 亡 亡 亡 数 （％） 亡 亡 亡 亡 亡 亡 亡 亡 亡 亡 亡 亡

1～
17 5 1088 7 1087 7 1087 7 1220 133 12.2 1 399 489 1 75 3 80 2 220 1 218 1 132 1 170 1 145 1 160 1 116 1 103

1 219 1 191 1 191 2 218 27 14.1 55 76 15 1 18 48 40 20 32 1 34 29 19 1 23
58 1 52 1 52 57 5 9.6 19 20 1 4 7 10 9 10 1 13 10 3 3
36 39 39 1 43 4 10.3 8 14 7 1 4 15 11 2 5 6 7 1 2
30 30 30 37 7 23.3 9 18 1 3 12 5 2 4 2 4 7
19 14 14 20 6 42.9 3 4 1 6 7 1 5 3 2 1 1
13 7 7 14 7 100.0 3 1 3 4 1 3 6
63 49 49 1 47 -2 -4.1 16 17 6 5 8 7 5 6 7 8 7 1 4

2 6 2 2 3 1 50.0 2 1 1 1
3 1 209 2 200 2 200 4 227 27 13.5 56 71 1 7 2 11 33 56 1 36 1 39 38 1 31 30 19

68 1 78 1 78 73 -5 -6.4 22 27 1 3 3 17 20 6 12 17 3 13 8

115 101 101 3 123 22 21.8 28 26 1 4 12 31 26 1 25 20 1 27 15 10
鉄骨･鉄筋家屋建築 26 16 16 18 2 12.5 5 3 2 6 4 4 2 5 3

木 造 家 屋 建 築 70 63 63 3 77 14 22.2 17 13 1 2 6 22 18 1 16 15 1 19 7 5

1 26 1 21 1 21 1 31 10 47.6 6 18 4 1 4 4 5 1 4 2 1 1 2 1

1 93 1 94 1 94 113 19 20.2 46 65 13 5 1 14 12 8 19 6 7 7 5

1 81 84 84 95 11 13.1 38 50 13 5 12 11 8 17 6 7 7 5
5 1 1 1 1 0 0.0 1 1

6-2 41 3 39 3 39 1 37 -2 -5.1 1 5 2 2 2 1 12 1 10 7 7 5 7 1 8 9
8 2 194 196 196 192 -4 -2.0 81 84 13 18 38 24 24 21 19 24 21 21

小 売 業 2 166 173 173 161 -12 -6.9 72 66 13 13 30 20 21 17 17 24 20 21
13 126 144 144 214 70 48.6 56 104 8 15 42 34 13 25 16 23 9 13

103 109 109 154 45 41.3 38 66 6 13 33 29 11 17 14 18 7 11
14 51 60 60 52 -8 -13.3 26 22 6 1 11 10 5 8 11 9 1 2

25 20 20 26 6 30.0 12 15 1 4 3 1 4 1 2 1 2
15 37 51 51 32 -19 -37.3 24 18 2 10 10 7 2 3 5 2

1 111 109 109 131 22 20.2 47 45 9 10 12 21 12 17 13 29 16 9

秋 田 労 働 局
（令和4年4月8日作成）

           年  別 大   曲   署
前年増減

秋   田   署

３年

能   代   署

２年

大   館   署 横   手   署 本   荘   署

令和3年労働災害発生状況　

３年 ２年２年

令和2年 令和3年

１月～12月
令和元年

１月～12月

上　記 以 外 の 事 業
6-1､7､ 9～12､16､17

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業

林 業

商 業

接 客 娯 楽 業

保 健 衛 生 業

そ の 他 の 建 設 業

建 設 業

上 記 以 外 の 製 造 業

清 掃 ・ と 畜 業

道 路 貨 物 運 送 業

鉱業 ( 鉱 安 法 適 用 を 除 く )

飲 食 店

社 会 福 祉 施 設

製 造 業

休業４
日以上

一般・輸送用機械器具製造業

休業４日
以上

食 料 品 製 造 業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

鉄鋼 ･非鉄 ･金属製 品製 造業

業 種 別

災 害 別 
休業４
日以上

令和2年

休業４
日以上

労働者死傷病報告（休業４日以上）を集計したもの。死亡は内数。

4

電 気 機 械 器 具 製 造 業

休業４
日以上

３年 ２年

休業４
日以上

休業４
日以上

休業４
日以上

全 業 種 合 計

休業４
日以上

休業４日
以上

休業４
日以上

休業４
日以上

確定値

休業４
日以上

３年３年 ２年 ３年 ２年

休業４
日以上

休業４
日以上

休業４
日以上

資
料
２



建設業, 227人, 18.6%

製造業, 218人, 17.9％

保健衛生業, 214人, 17.5％

商業, 192人, 15.7％

運輸交通業, 113人, 9.3％

林業, 37人, 3.0％

その他, 219人, 18.0％
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200

227

225

208
203

183

193
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94
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82
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93 94
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39 41 39 37
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214
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

建設業 製造業 商業 運輸交通業 林業 保健衛生業

令和3年

死傷者数

1,220人

令和３年 業種別発生割合

資料３

（人）

主要業種別発生状況

建設業

製造業

商業

保健衛生業

運輸交通業

林業



事故の型別 ３年
転倒 346
墜落・転落 194
動作の反動・無理な動作 130
はさまれ・巻き込まれ 109
切れこすれ 76
交通事故 42
激突され 49
その他（コロナウイルス感染） 100
その他 174
合計 1220

資料４

263 248
321 270 281

346

169 182

192
185 175

194
85 109

123
128 143

130124 98

110
115 100

109
77 77

103
100 95

76
78 51

56
57 46

42
37 51

51
54 50

49151 149

210
179 197

274

-150

50

250

450

650

850

1050

1250

28年 29年 30年 元年 ２年 ３年

その他

激突され

交通事故

切れこすれ

はさまれ・巻き込ま

れ
無理な動作

墜落・転落

転倒

転倒

28.4%

墜落・転落

15.9%

動作の反動・

無理な動作

10.7%

はさまれ・巻

き込まれ

8.9%

切れ・こすれ

6.2%

交通事故

3.4%

激突され

4.0%

その他（コロナウイルス感染）

8.2%

その他

14.3%

事故の型別分類

事故の型別労働災害発生状況の推移（平成28年～令和３年）

令和３年 事故の型別労働災害発生状況等

死傷者数

計1,220人

「その他」には高温・低
温の物との接触、飛
来・落下、崩壊・倒壊
等を含む



製造業 62
建設業 22
運輸交通業 29
林業 4
商業 76
保健衛生業 75
接客娯楽業 28
その他 50
合計 346

4日～13日 56
14日～29日 65
30日以上 225
合計 346
※1人死亡により外数

資料　５

転倒災害 発生月別推移（平成30年～令和３年）

製造業

17.9%

建設業

6.4%

運輸交通業

8.4%

林業

1.2%商業

22.0%

保健衛生業

21.7%

接客娯楽業

8.1%

その他

14.5% 製造業

建設業

運輸交通業

林業

商業

保健衛生業

接客娯楽業

その他

令和３年 主要業種別 転倒災害発生状況

事故の型・業種別労働災害発生状況等

令和３年 休業日数別転倒災害発生状況
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30日以上

※平均休業日数、41.7日



令和３年 死亡災害発生状況 （確 定）               秋田労働局 

 

 

 

No 
署

別 

発生 

月 
業種名 

年  齢 

経  験 

（○年以上   

○年未満） 

事故の型 起因物        発  生  状  況 

1 
大

館 
2月 

木材伐出業 

(6-2-1) 

70歳代 

(50～60年) 

墜落、 

転落 

その他の 

環境等 

労働者2名（うち1名が被災者）がフォワーダの荷台に乗り
目的地まで移動した。フォワーダは積もった雪（走行路面から
の高さは約１ｍ）の横に停車し、被災者は荷台からその積もっ
た雪の上に降車した。被災者はフォワーダの前方の走行路面上
に転落し、その直後動き出したフォワーダに轢かれたものと推
定される。 

2 
能

代 
6月 

製材業 

（1-4-1） 

60歳代 

（1年未満） 
激突され 

その他の木材

加工用機械 

リングバーカーを使用した杉丸太の皮剥ぎ作業において、被
災者は丸太の押さえローラーを上げた状態で作業中、加工しよ
うとした杉丸太（直径24cm、長さ3.7m）が加工用カッターに
接触したはずみで動揺し、被災者の右わき腹に激突したものと
推定される。 

3 
大

曲 
7月 

木造家屋建

築工事業 

（3-2-2） 

60歳代 

（10～20年） 
感電 送配電線等 

個人住宅の軒の補修工事において、被災者が破損した軒を足
場上で補修する作業中、足場上にあった電柱から住宅へつなが
る引き込み線（電線）をくぐり抜けようとした際に、引き込み
線の配線の被覆が剥がれていた個所に首が接触したことによ
り感電したものと推定される。 

4 
本

荘 
8月 

その他の 

製造業 

（1-17-9） 

50歳代 

（1～5年） 

はさまれ、 

巻き込まれ 

その他の 

一般動力機械 

被災者は一人で土壌改良材の製造作業を行っていたところ、
土壌改良材を袋詰めする自動充填機の水平方向に可動する部
分と当該機械のフレームとの間に胸部を挟まれた。 

5 
横

手 
9月 

木造家屋建

築工事業 

（3-2-2） 

70歳代 

(1～5年) 

交通事故 

(道路) 
トラック 

被災者は、作業現場で発生した廃材を産廃処理場へ軽トラッ
クで運搬・積み下ろしした後、作業現場に戻るため道路上を走
行し交差点（信号有）を右折したところ、直進してきた対向車
（軽乗用車）と衝突した。 

6 
能

代 
10月 

木造家屋建

築工事業 

（3-2-2） 

70歳代 

（20～30年） 

墜落、 

転落 
足場 

被災者は、社会福祉施設１階の軒天井を改修するために設け
た足場の作業床上（高さ 1.9m）もしくは、足場の昇降設備上
から、コンクリート地面に墜落し頭部を強打したものと推定さ
れる（災害発生時は保護帽未着用。）。 

7 
能

代 
12月 

その他の 

建設業 

(3-3-9) 

40歳代 

（20～30年） 

墜落、 

転落 

建築物・ 

構築物 

ボイラーの煙道修繕工事において、被災者は煙道と煙突との
境界部分で下請作業者が施工する煙道補修作業状況を確認し
ていたところ、煙道端部から7.3m下の煙突底面へ墜落した。 

 

資料６ 



製造業 22
建設業 80
運輸交通業 24
林業 5
商業 24
保健衛生業 10
接客娯楽業 4
その他 25
合計 194

製造業 13
建設業 13
運輸交通業 10
林業 3
商業 28
保健衛生業 46
接客娯楽業 2
その他 15
合計 130

製造業 41
建設業 19
運輸交通業 8
林業 3
商業 20
保健衛生業 3
接客娯楽業 1
その他 14
合計 109

資料　７-1

製造業

11.3%

建設業

41.2%運輸交通業

12.4%
林業

2.6%

商業

12.4%

保健衛生業

5.2%

接客娯楽業

2.1% その他

12.9%
製造業

建設業

運輸交通業

林業

商業

保健衛生業

接客娯楽業

その他

令和３年 主要業種別 墜落・転落災害発生状況

令和３年 主要業種別 動作の反動・無理な動作災害発生状況

製造業

10.0%

建設業

10.0%

運輸交通

業

7.7%

林業

2.3%商業

21.5%

保健衛生業

35.4%

接客娯楽業

1.5%
その他

11.5%

製造業

建設業

運輸交通業

林業

商業

保健衛生業

接客娯楽業

その他

令和３年 主要業種別 はさまれ・巻き込まれ災害発生状況

製造業

37.6%

建設業

17.4%

運輸交通業

7.3%

林業

2.8%

商業

18.3%

保健衛生業

2.8%

接客娯楽業

0.9%

その他

12.8%

製造業

建設業

運輸交通業

林業

商業

保健衛生業

接客娯楽業

その他



製造業 23
建設業 20
運輸交通業 2
林業 5
商業 15
保健衛生業 2
接客娯楽業 4
その他 5
合計 76

～19歳 6
20～29歳 144
30～39歳 160
40～49歳 243
50～59歳 285
60歳以上 382
合計 1,220

資料　７-２

令和３年 主要業種別 切れ・こすれ災害発生状況

製造業

30.3%

建設業

26.3%

運輸交通業

2.6%

林業

6.6%

商業

19.7%

保健衛生業

2.6%

接客娯楽業

5.3%

その他

6.6%

製造業

建設業

運輸交通業

林業

商業

保健衛生業

接客娯楽業

その他

～19歳

0.5%

20～29歳

11.8%

30～39歳

13.1%

40～49歳

19.9%50～59歳

23.4%

60歳以上

31.3%

～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

令和３年 被災年齢別発生状況（全業種）



令和４年１月２日からは

墜落制止用器具

安全帯 墜落制止用器具

胴ベルト型（一本つり） 胴ベルト型（一本つり）

胴ベルト型（U字つり）

フルハーネス型
（一本つり）

フルハーネス型
（一本つり）

①安全帯の名称を「墜落制止用器具」に変更

×

②フルハーネス型の使用が原則に

※性能基準も変更となったため、安全帯として使用していたものは原則使用することができません。

※ただし、高さが
6.75ｍ以下の場合
は「胴ベルト型
（一本つり）」を
使用できます。

➂特別教育の義務付け

をご使用ください

主な変更点

6.75
m超

1.高さが２ｍ以上の箇所
2.作業床を設けることが困難なとこ
ろ
3.フルハーネス型のものを用いて行
う作業（ロープ高所作業に係る業務
を除く。）

以下のいずれにも該当する業務を行
う場合は特別教育を受講してくださ
い。

墜落制止用器具を製造、輸入、使用、販売する皆様へ

tagawat
スタンプ



「適切な表示」
墜落制止用器具の規格第９条に基づく

の有無をご確認ください。

※最低限以下の項目が表示されているものを言います。

「適切な表示」が無いものは、
必要な性能を有していないおそれがあり、

法令違反となります。
販売及び使用は絶対にしないでください。

墜落制止用器具の取扱いに係る詳細はこちらをチェック！

※

墜落制止用器具

本体

種類：フルハーネス型又は胴ベルト型

製造者名：○○社

製造年月：20○○年○月

ショックアブ
ソーバ

種別：第一種又は第二種

最大自由落下距離：○.○m

使用可能な重量：○○kg
落下距離：○.○m

「墜落制止用器具の規格」に基づく表示の例

墜落制止用器具を製造、輸入、使用、販売する皆様へ



建築物等の解体・改修工事の

石綿事前調査結果の電子報告がはじまります！
石綿事前調査結果報告システムの利用準備をお願いします

2022年4月1日以降に着工する、解体・改修工事を対象として、
石綿に関する事前調査結果を、労働基準監督署・自治体に報告す
る制度がはじまります。

2022年春から
制度が変わります

報告はパソコン・
スマートフォンで

報告は、原則として石綿事前調査結果報告システムから
電子申請で行っていただきます。
【石綿事前調査結果報告システム】 https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp/

事前の準備が
必要です

石綿事前調査結果報告システムを利用するためには「GビズID」
を取得していただく必要があります。

システムでできること（一例）

事前に準備いただきたいこと

パソコン・スマートフォンをつかって、事前調査結果の報告を、労働基準監督
署・自治体の窓口に出向くことなく一度の操作で行うことができます。

「プライムアカウント (GビズID)」を取得していただくと、Excelを用いて複
数の工事を一括でシステムに入力し、報告することも可能です。
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申請途中で一時保存するだけでなく、保存済み申請情報のよく使う項目 (元
方(元請)事業者、請負事業者)をコピーして、新規申請の作成ができます。

パソコン・スマートフォンの準備 GビズIDの取得

電子申請を行うためには、上記の条件を満たすパソコンまた
はスマートフォンが必要です。なお、フィーチャーフォン(ガラ
ケー)はご利用いただけません.

ログインにはGビズIDを利用します。GビズIDには「プライ
ム」「エントリー」の2種類があり、複数工事を一括申請する
ためには「プライム」アカウントの取得が必要です。

プライム エントリー

○新規申請・下書き保存
○一括申請
○支店・支社等の管理

○新規申請・下書き保存
×一括申請
×支店・支社等の管理

どちらかのGビズIDの取得が必要です

https://gbiz-id.go.jp/

GビズIDの取得はこちらから

電子申請を
おこなう

テンプレート
をつくる

まとめて
申請する

新規
申請

下書き
保存

一括
申請

OR

支店がある大規模事業者
報告数が多い事業者

おすすめ
報告数が少ない事業者
個人事業主

おすすめOS

ブラウザ
Google Chrome ／ Safari

Internet Explorer など

Windows ／ Linux
iOS(iPadOS)  ／ Android OS

パソコン スマートフォン
(タブレット)

端末

パソコンまたはスマートフォンが必要です

石綿障害予防規則に
関するお問い合わせ

システムに入力したデータを活用して、事前調査結果の掲示用資料等を作成
することができます。

申請情報の
活用

資料
作成

大気汚染防止法に
関するお問い合わせ

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

環境省・都道府県/大防法政令市大気環境所管部局 2021年11月

事業者のみなさまへ

https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp/
tagawat
スタンプ



加盟団体が連携し、表彰（＋Safeアワード）や広報活動の

実施を通じて、⽬標達成のための国⺠運動を推進

４ 令和４年度より実施する新たな対策の全体像

15

本社等指導等のこれまでの対策で得られた課題（本社等における管理体制を構築することができなかったこ
と、店舗等における取組が定着しなかったこと等）を踏まえ、第14次労働災害防止計画の期間中に死傷者数
を減少に転じさせることを目標に、
○ 国⺠の安全衛⽣に対する意識啓発による⾏動変容の促進
○ 多店舗展開企業等への自主的な安全衛生活動の普及・定着

を図るため、令和４年度より各種対策を有機的に連携させながら実施する。

※コンソーシアムに参加することも考えられる

＋Sa feコンソーシアム（全業種）

管内企業を構成員とし、情報交換や広報活動等の取組を実施

＋Sa fe協議会（小売り・介護）

都道府県労働局が個別に企業の課題発掘・取組実施を支援

＋Sa fe育成支援（小売り・介護）

・協議会構成員の参加
・アワードへの応募

支援を通じて協
議会構成員への
追加を目指す

労働局

労働局

本 省

・ 店舗密集型施設における周知啓発

・ 関連団体・機関との連携による効果的な周知啓発

・ 転倒災害を発生させた事業場に対する自主点検の実施要請

その他労働局・監督署における実施事項（継続）
労働局

監督署

tagawat
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